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第１章 基本方針の策定にあたって 

 

１ 背景 

近年、人口減少及び高齢化、社会情勢やライフスタイルの変化、価値観の多様化、災害

対応などが全国的な課題とされています。誰もが住みよい地域づくりに向けて、地域課

題の解決、災害対応等における地域での共助、地域と行政による協働が求められていま

す。 

印西市（以下「本市」という。）では、地域社会の変化（都市化と人口分布、年齢構成

等の変化等）に対応して、住民同士の地域でのつながり、地域のまとまりづくりが必要と

なっています。 

 

２ 目的 

本市は「印西市総合計画」で「住みよさ実感都市 ずっと このまち いんざいで」を

将来都市像に掲げ、住民自治・協働・行財政に関するまちづくりの方向性を「市民と行政

が力を合わせ持続可能なまちをつくります」としています。 

（仮称）印西市地域コミュニティ基本方針（以下「本方針」という。）は、この将来都

市像の実現に向け、本市における「地域コミュニティ」の基本的な考え方や目指す姿、行

政の役割等を明らかにし、地域の特性や課題に応じた地域コミュニティによる地域づく

りを支援するための施策の方向性を示すことを目的とします。 

 

３ 性格・位置付け 

本方針は、「印西市総合計画（基本構想・基本計画）」に基づくものであり、本市が取り

組むべき今後の地域コミュニティ支援施策の基本的方向性を定め、本市が策定する各分

野の計画と連携して、方針の実現を目指すものです。 

 

■本方針の位置付け 
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４ 策定体制 

（1）印西市市民活動推進委員会 

印西市市民活動推進条例に基づき設置する「印西市市民活動推進委員会」により、市

長の諮問に応じて本方針に関する事項を審議しました。 

 

（２）庁内体制 

各部の主管課長で構成する「印西市地域コミュニティ基本方針策定庁内検討委員会」

を設置して、策定体制を構築しました。 

 

（3）市民参加 

策定にあたっては、市民の意見等を広く取り入れるため、市民アンケート調査及び団

体アンケート調査を実施するとともに、市民意見公募（パブリックコメント）による市

民参加手続きを取り入れました。 

 

 

■策定体制 

＜検討体制＞                  ＜市民参加＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

印西市市民活動推進委員会 
（市民・市民活動団体・事業者・学識経験者） 

印西市地域コミュニティ基本方針 

庁内検討委員会 

市民アンケート調査 

（18 歳以上の市民 2,000 人を無作為抽出） 

団体アンケート調査 

（町内会等及び市民活動団体 335 団体） 

 

市民意見公募（パブリックコメント） 

意識 

意向 

 

素案 
公表 
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第２章 印西市の地域コミュニティの現状 

 

１ 市の地域コミュニティの姿 

（1）地域コミュニティを取り巻く環境 

●位置、沿革、地域の構成 

本市は、千葉県の北西部、東京都心から約 40km、千葉市から 20km、成田国際空

港から約 15km に位置し、西部は柏市、我孫子市、白井市に、南部は八千代市、佐倉

市、酒々井町に、東部は成田市、栄町に、北部は利根川を挟んで茨城県に接しています。 

市域は、北部を利根川、南東部を印旛沼、北西部を手賀沼に囲まれ、標高 20～30ｍ

程の台地部と湖沼周辺の低地部から構成されています。台地部は、千葉ニュータウン事

業により開発された市街地や山林、畑が広がっており、低地部は、恵まれた水辺環境に

より豊かな水田地帯が形成されています。また、台地部と低地部の境には、印旛沼や手

賀沼などに流れ込む大小の河川の浸食作用によって枝状に形成された下総台地特有の

谷津が広がり、里山と呼ばれる地域景観が見られます。 

平成 22（2010）年３月 23 日に印西市、印旛村及び本埜村が合併し、行政面積

123,79k ㎡、人口約９万人の新しい印西市が生まれました。 

 

●地域の課題の多様化 

自然の豊かさと生活の便利さを併せ持つことが、本市への居住の魅力となっています。 

市内には、大きく分けて千葉ニュータウン地区と既存地区があります。 

千葉ニュータウン地区内においては、まちびらきの時期によって世相等が異なって

おり、既存地区内においては、既存市街地と農業などを中心として発展してきた集落地

があることから、それぞれの地区の課題は一様ではありません。  

さらに近年では、全国的には集中豪雨や台風の大型化などによる風水害の増加など

への災害対策の意識は高まっています。 

令和 2 年から新型コロナウイルス感染症の流行への対策として新しい生活様式の実

践などが求められ、地域の中で行政と市民等が取り組むべき課題は、多様化してきてい

るといえます。 
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（2）地域コミュニティの状況 

●市内地域の状況 

本市の令和 3（2021）年７月末現在の人口は 106,716 人で、平成 24（2012）

年同月と比較すると約 16％増加しています。世帯数は 42,637 世帯で、約 28％増加

しています。【次頁図参照】 

また、年齢構成は、65 歳以上の高齢者人口が増加した一方で、生産年齢人口の割合

は減少しており、全体として高齢化の傾向がみられます。将来人口の見通しでは数年後

には年少人口も減少することが予想され、今後は少子高齢化社会へと移行していくこ

とが予想されます。 

地区別にみると、人口が倍増した地域から 1 割以上減少した地域まであり、地域に

よってコミュニティの構成が大きく異なっていることがわかります。 

 

■年齢別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年７月末現在） 

※平成 24（2012）年 7 月 9 日から外国人住民も住民基本台帳制度の対象となったことに拠り 7 月末値を採用 

 

■地区別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年７月末現在） 

人 ％ 人 ％

木下地区 6,940 7.5 6,400 6.0 △ 7.8 

大森地区 5,643 6.1 5,292 5.0 △ 6.2 

永治地区 1,566 1.7 1,341 1.3 △ 14.4 

中央駅地区 33,340 36.2 37,633 35.3 12.9 

牧の原地区 10,172 11.0 20,630 19.3 102.8 

船穂地区 4,081 4.4 6,596 6.2 61.6 

小林地区 7,584 8.2 7,481 7.0 △ 1.4 

印旛地区 9,276 10.1 7,697 7.2 △ 17.0 

NT（印旛地区） 4,625 5.0 5,203 4.9 12.5 

本埜地区 3,833 4.2 3,298 3.1 △ 14.0 

NT（本埜地区） 5,144 5.6 5,145 4.8 0.0 

計 92,204 100.0 106,716 100.0 15.7 

2012年 2021年 2012～2021
年の増減率
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●町内会等と市民活動団体の状況 

本市が把握する団体数は年々増加しており、令和３（2021）年 11 月現在で、町内

会・自治会等（以下「町内会等」という。）193 団体、「市民活動支援センター」に登

録している団体数 195 団体となっています。 

町内会等の加入率は全国的に低下傾向にありますが、本市でも加入率の低下がみら

れます。また、町内会等がない地域もあります。 
 

■町内会等と市民活動支援センター登録団体数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■世帯数と町内会等加入世帯数等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●本市の関連施策 

本市は、町内会等と市民活動団体との協働や支援に関する施策として、「町内会等活

動費補助金」の交付、「市民活動支援センター」及び「コミュニティセンター」の設置、

「企画提案型協働事業」等を実施しています。  

※：資料：印西市（各年４月１日現在） 
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２ 地域コミュニティについての市民の意識 

「市民アンケート調査」1及び、市内の地域活動団体（町内会等と市民活動団体）を対

象とする「団体アンケート調査」2を実施して、市民の地域コミュニティとの関わりや地

域活動の状況、地域コミュニティの活性化に関する意識を把握しました。 

調査結果の概要は、次の通りです。 
 

（1）市民アンケート調査の結果 

 

 

 

①回答者の状況 

   回答者の年代は、40～64 歳 44％、65 歳以上 36％、18～39 歳 19％で、現住

地は、ニュータウン地域が 65％、それ以外の地域が 35％となっており、実際の人口

分布が反映されています。 

 

②地域とのつながりについて 

 ●８割近くが、現住地に愛着と誇りを感じています。 

・現住地に「住み続ける」61％、「できれば住み続けたい」21％と、8 割以上が定住意

向を持っています。 

・現住地への愛着や誇りは「ある程度感じている」54％、「とても感じている」23％と、

77％が現住地に愛着を感じていると答えています。【下図参照】 

 

■現住地に愛着や誇りを感じているか（ｎ=1,010） 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      

1 市民アンケート調査は、2021 年 9 月、18 歳以上の市民 2,000 人を無作為に抽出して調査票を郵送して回答・返

送を依頼し、回答フォームによる WEB 回答も受け付けました。 

2 団体アンケート調査は、同年 10 月、市が把握する町内会等には調査票を郵送し、市民活動支援センター登録団体に

はセンターの協力を得て E メール等で調査票を配付しました。（なお、市が把握する町内会等には市民活動支援センタ

ーに登録する団体もあります）。 

【はじめに】・調査票の質問を抜粋し、順番を並び換えています。 

・文章中では、質問や選択肢の表現を簡略化している場合があります。 

・「ｎ」とは回答者数のことです。 

・回答分布の割合（％）は、表示以下の桁を四捨五入しており、和が 100％にならないこと 

があります。 



7 

●8 割以上が、地域住民同士のつながりは大切だと考えています。 

・地域で交流している人としては、「隣近所の人」を 55％があげ、「子育て仲間」18％、

「同世代の仲間」17％、「趣味スポーツの仲間」16％などが続いています。「交流して

いる人はいない」は 14％です。 

・隣近所とのつきあいの程度は「あいさつ程度」が 39％、「立ち話程度」が 27％で、

「何かあったら助け合える」または「互いに訪問しあう」関係にあるとの回答も計 23％

みられます。「ほとんど付き合いはない」は 5％です。 

・地域住民同士のつながりは｢とても大切だと思う｣27％、｢ある程度大切だと思う｣ 

58％と、85％が“大切だと思う”と答えています。【下図参照】 

・他地域からの移住者は、「受け入れる」52％、「喜んで受け入れる」30％と、82％が

受け入れる意向を示しています。 

 

■地域住民同士のつながりを大切だと思うか（ｎ=1,010） 

 

 

 

 

 

 

 

 

●多くが｢地域のまとめ役は町内会等｣とみていますが､会長になることには消極的です。 

・現住の地域は「まとまりがある」との回答が 43％で、「まとまりはない」は 15％と 

なっています。「どちらともいえない」24％、「よくわからない・判断できない」18％

と、判断が難しい状況もうかがわれます。 

・地域のとりまとめの中心は「町内会・自治会の役員」という回答が 57％で、続いて 

「よくわからない」が 30％と多くなっています。【下図参照】 

・町内会長等の決め方は「もちまわり」との回答が 43％で、「よくわからない」も 35％

と多くなっています。町内会長等は「できれば引き受けたくない」30％、「引き受けな

い」25％と、55％が引き受けることに消極的です。 

 

■地域のとりまとめの中心人物（ｎ=1,010） 
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③地域活動への参加について 

●町内会等には約 7 割が参加、その他の活動には約 2 割が参加しています。 

・町内会等には「加入」が 71％、「未加入」が 16％で、「退会した」7％、「わからない」

5％との回答もみられます。加入している理由としては、「地域の一員の義務と思うか

ら」、「地域のみんなが加入しているから」、「災害やいざという時助け合えるから」等

があげられています。未加入の理由は「加入のメリットがわからない」、「仕事と時間が

合わない」、「役職が回って来るから」等が多くなっています。 

・町内会等以外の市民活動には「参加していない」が 69％で、何らかの活動をあげた方

は 23％です。参加団体は「各種サークル」、「ＰＴＡ」が多くなっています。参加のき

っかけは「地域のつながり」、「職場や学校のつながり」、「地域で役割が回ってきて」、

「友人の誘いで」等が多くなっています。主な活動エリアは「印西市内」「町内会等の

エリア」「小学校区」「中学校区」の順に多くあげられています。 

・なお、地域活動・市民活動への参加状況を合わせてみると、「町内会等」のみに参加し

ている人が 52％（参加予定者も含む）、「町内会等」と「その他の市民活動」の両方に

参加 19％、「その他の市民活動」のみに参加 4％で、いずれも参加していない人は 20％

です。【下図参照】 

 

■地域活動への参加状況（ｎ=1,010）【再集計】 

 

 

 

 

 

 

●今後参加したい活動は「健康づくり」「生涯学習・スポーツ」が上位です。 

・また、全員に今後参加したい活動分野をたずねたところ、59％が何らかの活動をあげ、

「健康づくり」、「生涯学習・スポーツ」、「まちづくり・地域活性化」等が多くなってい

ます。「特にない」も 36％みられます。 

 

    ■今後参加したい地域活動（n=1,010、複数選択） 

 

  

  

％ 
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④地域の課題とその解決について 

●地域によって課題は異なりますが、人のつながりの希薄化や防犯は共通の課題です。 
課題の解決状況は住民から見えにくく､解決のための時間提供には賛否を決めかねてい
ます。 

・地域の課題については、既存地区では「少子高齢化･人口減少」や「交通や買い物の不

便」、ニュータウン地区では「交通渋滞や買い物客等の集中」や「急激な人口増加」が

多くあげられるなど、傾向が大きく異なっています。一方、「人と人とのつながりの希

薄化」や「治安・防犯」は、地域の別なく課題視されています。【下図参照】 

・地域の課題解決が進んでいるかどうかは、「わからない・判断材料がない」が 42％で、

「どちらともいえない」22％、「進んでいない」22％、「進んできている」は 11％で

す。ニュータウン地域とそれ以外の地域との差は大きくはありません。【下図参照】 

「地域の課題解決のため住民が半日時間を提供すること」については、「賛成も反対

もしない」が 54％で、「賛成する」は 38％、「反対する」は 6％です。【下図参照】 

 

■現住地で課題と感じていること（複数選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地域の課題解決が進んでいるかどうか 

 

 

 

 

 

 

 

 
■「課題解決のために住民が半日時間を提供すること」 

に賛成するか 

 

  

％ 
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⑤災害や感染症への対応について 

●地域の防災訓練への参加は 1 割台、自主防災活動への参加は 1 割未満です。 

・災害への備えは、「水や食糧」を 74％があげ、「消火器や防災用品」、「ハザードマップ

の確認」などが多くなっています。「地域の防災訓練への参加」は 16％、「地域の自主

防災活動への参加」は 6％、「市の避難行動要支援者制度への登録」は 1％です。 
 

■地震や水害などの災害に備えていること（n=1,010、複数選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

●コロナ自粛により、地域での活動は減り、SNS3による交流はやや増えました。 

・コロナウイルス感染症まん延等の影響による生活の変化をたずねたところ、「家族とす

ごす時間」は増えており、「地域内での外出」、「地域活動への参加」、「近所づきあい」

は減っています。「SNS による交流」は変わらず、やや増えています。 
 

■新型コロナウイルス感染症まん延等の影響による生活の変化（n=1,010） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      

3 SNS とは、「ソーシャル・ネットワーキング・サービス」の略。ネット上で人と人との交流を促進・サポートする

サービスで、Twitter（ツイッター）、Facebook（フェイスブック）、LINE（ライン）等が代表的。 

％ 
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⑥困った時の対応、市の施策との関わりなど 

●地域の問題や災害対策では、家族の次に「市役所」を頼りにしています。 

・地域の問題や心配事の相談先としては、「家族や親せき」の 47％に次いで「市役所」

25％、「仲のよい友人」21％、「町内会・自治会の役員」20％、「隣近所の人」19％

が続き、「どこに相談したらよいかわからない」は 10％です。【下図参照】 

・障がいのある人や外国人が困っていたら「自分や家族でできることをする」を 42％、

「市役所や社会福祉協議会に伝える」を 30％があげ、これに「隣近所の人と協力して

助け合う」21％、「町内会等や民生委員に伝える」20％が続いています。「どうしたら

いいかわからない」は 12％、「特に何もしない・できない」は 7％です。 

・災害対策や避難生活で頼りにしている先としては、「家族や地域内の親せき」の 49％

に次いで「市役所」を 30％があげ、これに「地域外の家族や親戚・知人」24％、「町

内会・自治会」23％、「隣近所の人」22％、「自衛隊や消防署」22％等が続いていま

す。「頼りにしている先は特にない」は 9％、「よくわからない」は 3％です。 

 
■地域の問題や心配事の相談先（n=1,010、複数選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●主体的なまちづくり活動への支援制度の認知度はあまり高くありません。 

 ・市のコミュニティ関連施策のうち、「コミュニティセンター」は約 8 割、「町内会等活

動費補助金」、「市民活動支援センター」も過半数が知っていますが、「企画提案型協働

事業」、「印西市まちづくりファンド」は７割以上が知らない状況にあります。【下図参

照】 
■市のコミュニティ関連施策との関わり（n=1,010） 

 

 

 

 

 

 

 

  

％ 
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⑦地域コミュニティの活性化に向けて 

●若い人や新たな転入者が地域とつながりを持てるようにするためには、「日々のあいさ
つや声かけ」と「地域情報の提供と共有」が重要と考えられています。 

・自分の地域で、若い人や新たな転入者が地域への愛着、つながりを持てるようにする

ために必要と思うこととしては、「日々のあいさつや声かけ」を 66％があげ、これに

「市による地域情報の提供」と「住民同士の地域情報の共有」が続いています。また、

「伝統行事・祭りへの参加促進」、「新しいイベントづくり」、「カフェやサロンの充実」、

「農産物や地場産品の販売」等も一定の割合であげられています。【下図参照】 

 
■若い人や新たな転入者が地域への愛着、つながりを持てるようにするために必要と思うこと 

（n=1,010、複数選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●地域のまとまりを強くしていくためには、「参加・交流機会の充実」、「住民が集まれる
場づくり」が必要と考えられています。 

・自分の地域で、地域のまとまりを強くしていくために必要と思うこととしては、「参加・

交流機会の充実」を 36％があげ、「住民が集まれる場づくり」、「安全で美しいまちづ

くりのための共同作業・活動の充実」、「地域のＨＰやＳＮＳ等による情報共有や交流

の仕組みづくり」、「町内会・自治会への加入率向上」等が続いています。【下図参照】 

 
■地域のまとまりを強くしていくために必要と思うこと（n=1,010、複数選択） 

 

 

 

 

 

 

 

％ 

％ 
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●「町内会等を中心とする地域のまとまりの強化」と「日ごろからの住民同士の関係づ
くり」が地域の課題の解決や災害対応などの力を高めていくと考えられています。 

・自分の地域で、地域の課題の解決や災害対応などの力を高めていくために必要と思う

こととしては、「町内会・自治会を中心とする地域のまとまりの強化」を 44％、「日ご

ろからの住民同士の関係づくり」を 39％があげ、これに「問題発見から対策までの速

やかな連絡体制の確立」、「市役所や社会福祉協議会との連携体制の強化」等が続いて

います。【下図参照】 

 
■地域の課題の解決や災害対応などの力を高めていくために必要と思うこと（n=1,010、複数選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●住民主体のまちづくりを進めるには「住民の理解と参加の促進」が必要との意見が多

く見られます。 

・住民主体のまちづくりを進めていくために必要と思うこととしては、「住民の理解と参

加の促進」を 41％があげ、これに「地域をとりまとめる組織づくり」、「役員の負担軽

減」、「市役所の助言や支援」、「財源の確保」等が続いています。【下図参照】 

 
■住民主体のまちづくりを進めていくために必要と思うこと（n=1,010、複数選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40.9

26.6

24.4

23.7

21.3

19.4

18.7

17.1

15.7

12.2

11.4

7.8

16.1

1.4

3.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

住民の理解と参加の促進

地域をとりまとめる組織づくり

役員の負担軽減

市役所の助言や支援

財源の確保

様々な人材の活躍

情報の共有と話し合いの機会の充実

リーダーの育成・確保

SNSやリモートによる参加方式の導入

活動拠点の確保

専門機関・専門家の助言

現状のままでよい

わからない

その他

無回答

％ 

％ 
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（2）団体アンケート調査の結果 

 

①団体の活動状況について 

●回答団体の概要 

   回答のあった団体のうち、町内会等は約 8 割、市民活動団体は約 2 割です。市民活

動団体の主な活動分野は、健康・福祉、まちづくり、環境、歴史・文化等です。 

会員の中心的世代としては、町内会等、市民活動団体とも「60 歳代」、「70 歳代」

をあげています。 
 

●町内会等では地域美化、市民活動団体でも健康づくり、地域美化等の活動が活発です
が、子どもや若者の育成、地域福祉・地域共生活動は低活発な分野となっています。 

町内会等に活動分野ごとの活発度をたずねたところ、「環境保全・美化」は約 7 割半、

「組織運営のための活動」は約 6 割、「防犯・交通安全」及び「防災」は約 4 割が「活

発」と答えましたが、他は「不活発」との回答割合が高くなっています。「学習の機会

づくり」、「子育て支援」、「青少年の育成」は特に活発度が低い分野となっています。 

市民活動団体に活動分野ごとの活発度をたずねたところ、「健康づくり」、「防犯・交

通安全対策」、「環境の保全・地域美化」では 4 割以上が「活発」と答えています。「地

域福祉活動」、「歴史的環境や伝統文化の継承」も約 3 割が「活発」と答えたものの、

「不活発」との回答がやや上回っています。「多様な人々との共生」、「新しい都市文化

の創造」、「子どもや若者の育成支援」は特に活発度が低い分野となっています。 
 

●コロナ禍により活動が縮小・停滞したものの、工夫・見直しの機ともなっています。 

新型コロナウイルス感染症まん延等の影響により、ほとんどの団体が、活動が縮小・

停滞したと答えています。その中で「活動の方法に工夫が生まれた」との回答も約 2 割

みられます。 

流行が収まった後の活動の見通しについては、町内会等、市民活動団体とも 6 割近

くが「できるだけ従前の活動どおりに元に戻したい」と答えており、また、4 割近くが

「これを機に活動や組織運営のあり方を見直していきたい」をあげています。 
 

■新型コロナウイルス感染症まん延等による団体活動の変化（n=173、複数選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【はじめに】・調査票の質問を抜粋し、順番を並び換えています。 

・質問や選択肢の表現は簡略化し、回答分布の割合は概数で表記しています。 

 

％ 
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■新型コロナウイルス感染症の流行が収まった後の活動見通し（n=173、複数選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地域での住民同士のつながりの評価等 

●団体からみると、市民の地域とのつながりは必ずしも十分ではありません。 

町内会等に、地域での近所づきあいや住民同士のつながりの程度をたずねたところ、

「多いと思う」と答えたのは半数弱です。住民同士のつながりに有効と思われることと

しては、「回覧板や掲示板による情報共有」を 6 割以上があげ、「伝統行事・祭り」と

「回覧板や集金などを介した相互訪問」が 4 割台、「あいさつ運動」と「気軽に集える

場所づくり」が 3 割台で続いています。 

一方、市民活動団体に市内での住民同士のつながりの評価を問うたところ、過半数が

「不十分」とみています。地域での住民同士のつながりの大切さについては、全団体が

「大切だと思う」と答えています。 

 

 

③住民参加により地域の課題を解決していくために 

●地域の課題の解決への住民参加も進んでいないとみています。 

町内会等は、地域が直面している課題として、「住民の減少や高齢化への対応」、「高

齢者の見守りや支援」、「防災・災害対策」、「環境保全・美化」、「空き家や土地の荒廃」、

「防犯・交通安全対策」の順で多くあげています。 

また、町内会等に地域の課題の解決状況をたずねたところ、約 6 割が「進んでいな

い」と答えています。課題の解決における地域住民の参加状況については、過半数が

「進んでいない」と答えています。 

市民活動団体は、地域が住民参加により地域課題を解決し、住みよいまちづくりを進

める上で特に重要な位置づけにあると思う団体や機関として、「課題に対応する市民活

動団体」、「市民活動支援センター」、「市役所」をそれぞれ７割があげ、「町内会等の地

域組織」も約半数があげています。 

 

 

％ 
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●住民参加によるまちづくりを進めるため必要なことについては、「参加意識の向上」が
最も多くあげられています。 

地域で住民参加によるまちづくりを進めるために必要なこととしては、「住民の参加

意識の向上」が最も多くあげられ、これに「活動の担い手の負担軽減」と「市役所の助

言や支援」が続いています。 

 

 
■住民参加によるまちづくりを進めるために必要なこと（n=173、複数選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％ 
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第３章 印西市における地域コミュニティの基本方針 

 

１ 「地域コミュニティ」とは 

（1）「地域コミュニティ」の定義 

本市では、「地域コミュニティ」を、「地域を構成する市民等が、日ごろの生活において

相互につながり、地域の環境や文化の継承と創造、災害時等における助け合いや地域の

課題の解決のための諸活動をともに行う集団のこと」と定義します。 

 

（2）「地域コミュニティ」の構成主体 

「地域コミュニティ」の主体は、一人ひとりの「地域住民」であり、地域住民が構成す

る地縁による集まり（「地縁団体」）と、様々な目的を持って地域住民と関わる団体（「各

種団体」）が、諸活動を動かす主体として両輪をなし、地域の課題の解決に向けて連携し

ていく関係にあります。市及び関係機関等は、課題の解決に向けた活動を、必要に応じて

支援し、協働していく立場にあります。 

○地域住民：地域を構成する市民等 

○地縁団体：地域住民が構成する地縁による集まり 

（町内会等に加え自主防災組織等、地域住民に関わる住民主体の活動組織） 

○各種団体：地域住民と関わる事業所、市民活動団体等 

○市及び関係機関：市や、地縁団体・各種団体と協働・支援を行う関係機関 

 

■地域コミュニティにおける地域活動の展開イメージ 

課題（テーマ）に応じて「地縁団体」と様々な目的をもった「各種団体」が連携しながら解

決を図る活動を、市や専門性をそなえた関係機関等が協働・支援していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

協働・支援 

市及び関係機関 

【凡例】 

 

 

      
  

地縁団体 

各種団体 

様々な課題 
（テーマ） 

様々なテーマ） 
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２ 地域コミュニティの目指す姿 

 本市が市民とともに目指す地域コミュニティの姿は、次のとおりとします。 

 

〇地域住民が、自らが住む地域に愛着を持ち、地域のつながりを大切に、地域活動

に参加し、豊かに交流している。 

〇地域コミュニティの構成主体が協働（共同）し、ともに地域の課題を解決し、災

害等にも強い、誰もが住みよい地域をつくっている。 

〇市を中心に、各種団体及び関係機関等が連携して地域活動を支えている。 

 

 

 

３ 地域コミュニティ支援の基本方針 

（１）地域コミュニティ支援の基本方針 

目指す姿の実現に向けて本市が行う地域コミュニティ支援の基本方針は、次のとおり

とします。 

 

地域の多様性を尊重し、住民が主体的に、地域文化の継承と創造、課題の発見と解

決に取り組めるよう、参加しやすいコミュニティづくりと、協働の仕組みづくりに取

り組みます。また、地縁（地域のつながり）を基本に、誰もが住みよい地域づくりに

向けて取り組む、住民主体の活動を支援していきます。 

 

 

（２）主な担い手に期待されること 

地域コミュニティに関して、主な担い手には次のことが期待されます。 

 

地域住民 

一人ひとりが「自助」を基本に、地域の中でともに助け合う「共助」の担い手・受け

手であるという自覚を持って、地域コミュニティに参加することが期待されます。そこ

では、住みよい地域づくりに向けて地縁団体や各種団体での活動に参加・参画していく

ことが重要です。 

 

地縁団体 

地縁に基づいて住民が参加する「共助」の基盤であり、最も基礎的な参加組織である

町内会等に加え、すべての住民に関わる活動組織である「自主防災組織」等もこれに当

たります。地域によってコミュニティの構成は大きく異なり、地域が抱える課題も様々

です。地縁団体には、地域のとりまとめ役としての町内会等を中心に、住民同士が顔の

見える関係の中で課題を発見し、ともに解決していくことが期待されます。 
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各種団体 

地縁団体が、地理的なつながりに基づくコミュニティ組織（地縁型組織）であるとす

ると、一定の目的をもって活動する各種団体は、「テーマ型組織」といえ、地縁団体と連

携して、課題（テーマ）に合わせた解決力を発揮することが期待されます。また、複数

のテーマにまたがる課題や複数の地域に共通する課題は、地域間・団体間の連携による

効果的な解決が期待されます。 

 

市及び関係機関等 

地域の課題は多様化・複雑化しており、地縁団体や各種団体だけでは解決できない課

題もあります。同時に、市が制度に基づいて行う支援（公助）だけでは対応できない課

題もあります。市及び関係機関等は、地縁団体や各種団体が、あるいはそれらが連携し

て取り組む活動を必要に応じて支援するとともに、公助を補完・連携し合う活動と協働

していきます。そのため、地域の課題とその解決に必要な情報を地域住民や地縁団体、

各種団体と共有するとともに、協働を推進していきます。 

 

 

 

 

（３）支援の方針 

基本方針に基づく「支援の方針」として、次の３つの柱を定めます。 

 

方針の柱 1：地域住民が主体となった、それぞれの地域の特性を活用したコミュニティづくり 

方針の柱 2：全ての地域住民が参加しやすい地域コミュニティづくり 

方針の柱 3：地域活動と協働の推進 

 

 

各柱の現状・課題と、それに基づく協働（共同）の展開方向は、次のとおりです。 
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 ①主体的な地域コミュニティづくり 

 

 

地域によってコミュニティの構成は大きく異なり、地域が抱える課題も様々です。地

域の課題の発見と解決をきめ細やかに進めていくためには、日々地域とともにある住民

の主体的な関わりが最も重要です。市民も地域活動団体も、住民参加によるまちづくり

には、まず、住民の理解と意識が必要と考えています。 

しかし、多くの住民にとって、課題やその解決状況はみえにくく、自らがどう関われる

のかわかりません。地域の課題解決のための時間提供には「賛成も反対もしない」という

人が過半数です。 

このような中で、一人ひとりの地域住民が、自らの地域の姿、課題を認識し、自らの関

わりを見出し、積極的に参加していけるような地域コミュニティづくりが進んでいくこ

とが期待されます。 
 

 

市民一人ひとりが、地域コミュニティの一員であることを認識し、住みよい地域づく

りに主体的に参加していこうと思えるよう、自らが住む地域の特性、魅力、問題等を知

るための情報づくり、機会づくりを、地域と連携して進めます。 

また、地域住民が地域の課題とその解決状況を確認し、住みよい地域づくりについて

考えていく機会を拡充していくことができるよう支援していきます。 

 

 

 

②地縁をベースとする多様なつながりの強化 

 

 

町内会等の地縁団体は、地域の全ての住民をつなぐ、最も基礎的な参加組織です。 

多くの市民が、「地域のとりまとめ役は町内会長等」と考えています。また、地域が課

題の解決や災害対応などの力を高めていくためには、地縁団体を中心とする地域のまと

まりの強化が重要と考えています。同時に、自らの関わりについては、役員になりたく

ない、仕事や生活が忙しくて参加しにくいと感じている住民が多いのも現状です。 

本市では、町内会等の新設数や加入世帯数は増加しているものの、加入世帯の割合は

年々低下し、現在約 6 割となっており、町内会等がない地域もあります。その一方で、

自主防災組織をはじめ、町内会等以外の組織が地縁によるつながりを担っている地域も

あります。 

少子高齢化する社会の中で、地域における共助活動は、今後ますます重要となってき

ます。地縁によるつながりをベースに、多様化する地域の課題に、各種の組織・団体が

柔軟につながって対応していく地域コミュニティづくりが期待されます。 

 

【方針の柱１】 

地域住民が主体となった、それぞれの地域の特性を活用したコミュニティづくり 

課題認識 

施策の方向 

課題認識 
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住民が地縁をベースにつながっていけるよう、町内会等及び各種地域イベントへの参

加促進など、住民同士がつながるきっかけづくりを支援するとともに、地域をとりまと

める地縁団体の役割を重視し、地域の特性に即した組織づくりを支援するなど、地域コ

ミュニティの活性化を促進します。 

また、地域の課題解決に向けて、テーマなどに応じて、各種の組織・団体が柔軟につ

ながるよう支援します。 

 

 

 

③地域への愛着を力としたコミュニティづくり 

 

 

市民の多くが、自らが住む地域に愛着を感じ、地域のつながりを大切にしています。 

しかし、地域での人づきあいはあいさつや立ち話程度という人が多く、地域の問題や

心配事で頼りになる相談先としては、家族や親戚に次いで市役所が、町内会等の役員や

隣近所の人より上位にあげられています。また、町内会に未加入の理由として「加入の

メリットがわからない」が多くなっている一方、人と人とのつながりの希薄化が地域の

課題となっています。 

災害時など、いざとなった時近くで助け合えるのは同じ地域に住む住民同士です。地

域の愛着やつながりを大切にする気持ちを一歩進め、「まずは身近な地域の中で支え合

う」、という共助の意識を育む地域コミュニティづくりが期待されます。 

 

 

住民が、地域への愛着を地域づくりに反映していけるよう、あいさつや声掛けのある

地域づくりを促進するなど、誰もが気軽にコミュニティに参加できるようにするための

取り組みを支援していきます。 

また、防災訓練や環境美化運動をはじめとして、住民同士が力を合わせる体験を積み

重ね、いざとなったら頼り合える共助の体制づくりが進むよう図るとともに、このよう

な機会の中で、自然に一人ひとりが支え合いの担い手であり受け手であるという意識が

育まれていくよう図っていきます。 

 

  

課題認識 

施策の方向 

施策の方向 
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 ①誰も取り残さない地域づくり 

 

 

多くの市民が、他地域からの転入者を快く迎える気持ちを持っています。また、地域

の中で障がいのある人や外国人が困っていたら、何らかのかたちで支えたいと考える人

が多く、「自分や家族でできることをする」に「市役所や社会福祉協議会に伝える」、「隣

近所の人と協力して助け合う」と「町内会等や民生委員に伝える」が続いていますが、

「どうしたらいいかわからない」「何もしない・できない」という状況もみられます。 

地域に住む全ての人が地域コミュニティを構成する主体であり、年齢や性別、職業、

ハンディキャップや国籍の違い等の多様性は、地域づくりの力ともなります。誰も取り

残さない地域コミュニティづくりが期待されます。 

 

 

参加の基盤として、すべての人たちが安心して暮らせるまちを目指すため地域での支

え合いを推進するとともに、差別や偏見のない、全ての人が等しく尊重される共生社会

の実現に向けて市民の意識づくりを促進します。 

地域の中では、地域住民や地縁団体、各種団体が誰も取り残さない参加を実現してい

けるよう、関係する団体や機関と連携して、必要な環境づくり、機会づくり、活動づく

りを支援していきます。 

 

 

②参加しやすい集まりの場づくり 

 

 

地縁団体や市民活動団体による地域活動のための集いの場として、地域の集会施設や

「コミュニティセンター」がありますが、テーマに応じて地縁団体や各種団体が連携し

て活動する場の確保が課題となっています。 

高齢になると遠くの施設は集まりにくい、仕事や家事に追われて時間を限定した集い

には参加しにくい状況もみられます。 

一方で、市民の間では、SNS など、ICT4を活用した参加・交流が活発化している状

況もみられます。 

このような動向の中で、参加しやすく集まりやすい環境づくりが、地域の実情に即し

て進んでいくことが期待されます。 

                                                      

4  ICT とは、Information and Communication Technology（インフォメーションアンドコミュニケーションテク

ノロジー）の略。インターネットやモバイル機器等の情報通信技術（IT）とこれを活用したコミュニケーション技術

のことをいいます。 

【方針の柱２】 

全ての地域住民が参加しやすい地域コミュニティづくり 

課題認識 

施策の方向 

課題認識 
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地域活動の活性化のため、既存の公共施設の有効活用やコミュニティセンターに類似

する施設との連携を進めることで、集いの場の確保を支援し、より参加しやすい環境づ

くりが進むよう図っていきます。 

また、ICT の活用により、時間や場所に制約されないオンラインによる集いの場等の

確保の方策についても検討を進めます。 

   

 

 

③楽しく気軽に参加できる機会づくり 

 

 

現在、地縁団体や市民活動団体の地域活動を担う中心的な世代は 60～70 歳代とな

っています。働き盛りや若い人は、地域活動には参加しにくい状況にありますが、地域

に愛着を持っており、地域コミュニティの担い手としての力が潜在しています。 

若い人や新たな転入者等が地域とつながれるようにするためには、「イベント」や「カ

フェやサロン」、「地場産品販売」の充実が有効との意識もみられます。また、市民にと

って町内会等の活動は負担に感じている一方で、健康づくりや生涯学習やスポーツ、ま

ちづくり活動等への前向きな参加意向がみられます。 

このような意識・意向を踏まえ、より多くの地域住民が、地域コミュニティ及び地域

活動への参加に対するモチベーションを高め、楽しみながら気軽に参加していくことが

できるような地域コミュニティづくりを進めることが期待されます。 

 

 

地域イベントを通じて、地域の中で、転入者、若者をはじめ、多様な人々の参加した

くなる機会づくりが広がるよう、地縁団体や市民活動団体の活動を支援していきます。

また、地域の情報等も得られるコミュニティカフェなど、気軽に集いながら自然に地域

に参加できるような場づくりが進むよう図ります。 

健康づくりや趣味など、日々の活動の中から共助の体制が育まれていくことも考えら

れます。市民の関心が高い分野に関わる市内の団体や機関と連携をとりながら、地域に

よる取組みを支援していくこととします。 

また、様々な参加・交流の場や機会の運営に、地域住民が主体的に関わり、自らの活

動ニーズやアイディアを反映させていくことができるよう、参画の機会の拡充を進めて

いきます。 

 

 

 

  

施策の方向 

課題認識 

施策の方向 
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 ①地域の多様性や地域の課題の見える化 

 

 

地域住民や、地縁団体、各種団体が地域の課題の解決に主体的に取り組み、また、市

との有効な協働を展開していくためには、地域情報の提供・共有が必須です。 

しかし、地域住民にとって、地域の課題の解決が進んでいるか、課題解決にどう関わ

ったらいいか、関心を持って考えるきっかけとなる情報は不足しています。地域の姿を

知るための指標となる情報は多岐にわたり、住民の側からアクセスしたり、課題の分析

に活用していくことは容易ではありません。 

一方、地域には住民でなければわからないことが多く、行政から見えにくい課題もあ

ります。それぞれの地域に固有の資源や課題、多くの地域に共通する課題の整理も必要

です。 

 

 

地域が主体的に課題を分析し、解決に向けて行動していけるよう、地域の多様性や地

域の課題の見える化（誰にもわかりやすい編集・提供）を進め、有効な共助とその支援、

協働による活動につなげるよう努めます。 

 

 

 

②全ての市民、地域に共通するテーマでの協働 

 

 

地域コミュニティの構成の多様性、地域の課題の多様性は、本市の特徴になっていま

すが、災害対策や少子高齢化への対応などは、全ての市民、地域を貫く全市的な課題（テ

ーマ）となっています。 

従来、全市的な課題には、市が中心となって計画・実施する施策（公助）によって対応

してきましたが、様々な施策で地域との協働が不可欠となってきています。全ての市民、

地域を貫く課題に対応するためには、地域と市が共有するテーマを整理し、協働してい

く必要があります。 

 

 

市は、総合計画に基づいて策定する分野別計画に則して施策を実施する中で、地域と

の協働を推進していきます。 

例えば、災害対策については地域防災計画に基づき、地域活動等との協働による地域

防災体制づくりを進め、地域の福祉については、地域福祉計画に基づき地域共生社会づ

【方針の柱３】 

地域活動と協働の推進 

課題認識 

施策の方向 

課題認識 

施策の方向 
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くりを進めます。 

地域防災、地域福祉のみならず、共助と協働の推進は、全市的なテーマの一つでもあり

ます。地縁団体は、全ての住民と関わる共助の基盤として、地域と市の協働の基礎を支え

るものともなり、地域活動の推進と協働のあり方について、地域が主体的に考えていく

ためのベースとしても重視していきます。 

 

 

 

③様々な主体をつなぐコーディネート機能の強化 

 

 

昨今の地域課題に対応し、地域の様々な主体の連携、市と地域の協働を進めていくた

めには、様々な主体をつなぐコーディネートが重要です。それは、市全体に及ぶ協働の

仕組みづくりから、個々の地域コミュニティにおける連携関係づくり、一つひとつの小

さな活動における連携まで、市内の地域活動全体に関わる機能であり、地縁型組織とテ

ーマ型組織の連携推進は、これからの課題です。 

一方で、地域活動団体においては、新型コロナウイルス感染症まん延等への対策を機

に、活動の方法を工夫したり、見直しを検討しているという動きもみられます。 

組織・団体間の連携は、今後ますます重要となることが想定され、コーディネート機

能の強化が重要となってきています。 

 

 

今後も、「市民活動支援センター」を中心に、個々の活動の円滑な運営を促進するとと

もに、団体間の効果的な連携、市との協働の推進を図っていくこととします。 

特に、地域住民が参加する共助の基盤組織である「地縁型組織」と、一定の目的に基

づいて活動する「テーマ型組織」が地域の中で相互に機能を発揮していくための仕組み

づくりに努めます。 

 

 

課題認識 

施策の方向 




